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 This paper analyzes the productivity of the electric power industry in Japan. I use 
total factor productivity (TFP) analysis, induced by translog cost function. First, the 
paper presents the model of  TFP, after  introduction. 

 In section  3, I show the results of estimation which was conducted by TSP 

econometric  programs. The performance of electric utilities is not so good during 

 1978-1987, because all utilities except TEPCO are minus or zero productivity  growth . 
 The sources of productivity growth are constructed by two factors  : economies of 

scale and technical  change. Electric utilities have a little scale economies but have no or 

minus rate of techmical change in  average, because of existence of X inefficiency and 

lack of R & D investment. Accordingly, these results may suggest the needs of restruc-

turing for Japanese electric power industry and/or a regulatory reform from rate of  re-

turn to price-cap  regulation.

1。 は じめ に

本論文では電気事業の経営効率と規制の問題を次の3つ の点か ら分析することを目的とする。

(1)電 気事業の自然独占の根拠 となっている規模の経済性が企業レベルで現在 も存在するのか。

(2)企 業の経営効率を表す指標である総要素生産性が最近どのように変化 してきたか。

(3)総 要素生産性の成長率を規定する要因を規模の経済性と技術変化に分解 し,各 要因の生産

性に対する貢献度がどの くらいか。

このような問題設定を行う根拠は,最 近における電気事業に対する規制の再検討が背景 となっ

ている。参入規制に関 しては,コ ジェネレーション(熱 電併給発電)分 野において,石 油,ガ ス

会社の参入が活発となり,電 力会社 との競争が局所的に行なわれている。また,太 陽光,風 力な

ど小規模分散型発電の規制緩和 も段階的に進められている。

技術革新による参入規制の緩和 という状況下で,規 模の経済性がもはや存在 しないとすれば,

自然独 占の根拠は失われることとなる。い くつかの実証研究によれば,発 電部門における規模の

経済性はすでに限界に達 しているか,あ るいは消滅 している,と 報告されている1)。そこで,発

1



電 輸送を含めた企業全体 レベルでの規模の経済性はいまもなお存在するのか,に ついて明らか

にしたいというのが第一の目的である。

料金規制に関しては,わ が国では報酬率規制が行なわれている。この方式では料金は次のよう

に決定される。生産にかかる総費用に適正な報酬 を加えた額を総括原価と呼び,こ の額を想定需

要電力量で割ったものを平均単価(料 金水準)と する。適正報酬は真実かつ有効な電気事業資産

に適正報酬率をかけて求められるが,こ の報酬率が規制されている(報 酬率は1988年 までは8%,

現在7.2%)。 この方式 は,原 価積み上げ方式に比べ効率化へのインセンティブが働 くものの,

Averch-Johnson効 果(投 資過剰)な ど経済効率上の問題が指摘 されてお り,規 制の見直 しある

いはこれに代わるプライス ・キャップ(価 格上限)規 制の理論的検討が行われている。

プライス ・キャップ規制は,Littlechild教 授が英国のBritishTelecom(電 気通信事業)に 導入

し,次 いで米国ATTで も一部採用されている方式である。この方式はRPI-Xと いう公式にした

がって料金が規制される。RPIと は消費者物価指数,Xは 生産性であり,イ ンフレ分から生産性

の向上分 を控除した範囲内で事業者が料金 を自由に改定できる。 したがって,事 業者にとっては,

生産性向上のインセンティブが働 くとともに,規 制者にとっては,料 金値上げのための公聴会を

開いた りf申 請内容を査定,審 査するという膨大な作業か ら解放 され,Williamsonの い うgov-

ernancecost(規 制費用)も 節約 される。

1990年 より民営化実施中の英国の電気事業でもこの方式を採用 している。ただ し,公 式は若干

異なり,RPI-X+Yと なってお り,Yは 燃料費の調整条項である。この方式の問題点は,価 格が

上限にはりつ く傾向があることと生産性をどのように測定し,い かなる値を採用するかである。

従って,生 産性の決定に当たっては,過 去の実証分析が必要となる。この方式はインセンティブ

規制の観点から報酬率規制より望ましい方式 とされ,将 来わが国でも採用 される可能性がある。

そこで,そ の基礎作業 として,電 気事業の生産性を測定する意義があるといえよう。

現行の9電 力体制は地域的に独占とはいえ,各 社が互いにヤードスティック競争 を行 うことに

より経営効率の向上を狙った制度であるはずである。しかし,そ の本来の狙いどお り望ましい成

果を挙げているかどうか検討の必要がある。電気事業の技術的効率は世界的にみてもかな り高い。

たとえば,熱 効率,電 力損失率,停 電率,事 故率などどの指標をとって も引けを取らない。 しか

し,料 金 も諸外国と比較して高い事を考えると,真 に経営効率が望ましい成果を挙げているのか,

あるいはLeibensteinの いうX非 効率が存在するのか,検 討に値するといえよう。

企業の経営効率あるいは成果 を測る尺度 として生産性指標がある。生産性に関しては労働生産

性,資 本生産性などが従来用いられている。 しか し,生 産要素のうちの労働ないし資本 という単
一のインプットで生産性を図るのは問題がある。つまり,労 働生産性が上昇 していても,資 本生

産性が下落している場合,企 業の成果 としては判定できない。そこで,す べての生産要素 を同時

に考慮可能な総要素生産性が用いられる。以下ではまず分析に用いるモデルを述べておこう。

2.生 産性分析のためのモデル

企業 は総生産費 を最小化す る と仮定す ると,費 用 関数 は一般的 に次の ように表 され る。

C=G(PL,PK,PF,Q,T)

こ こで,

C:生 産 費

PL:労 働 価格

(1)
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PK:資 本価格

PF:燃 料 価格

Q:生 産 量

T:時 間

である。費用 関数(1)を 時 間 に関 して対 数微分 する と,総 費用 の成長率 は次の成 長要 因 に分解 され

る2)。

dlnC _alnCdlnplalnCdlnpK
dTalnpLdT+alnpKdT+

alnCdlnpF

alnpFdT+alnCdlnQalnQdT+∂ 評(2)

す なわち,総 費用の成長率は,費 用弾力性で ウエ イ ト付 け した インプ ット価格 の成長率,規 模 で

ウエ イ ト付 け した生産量の成 長率,技 術変化 による費用削減率の三者か ら構成 される。

Shephardのlemmaを(2)式 に適用すれば,

alnC

alnp;-PAXC'一 ・・(i-L,K,F)(3)

と な り,各 イ ンプ ッ ト価格 に関す る費用 の弾力悔 は総費用 に占め る各 インプ ッ トのシ ェア(Vi)

を表 している。生産量に関する費用 の弾力性(VQ)は 規 模の経済 性を表 している。

alnC

alnQ=vQ(4)

も しVQが1に 等 しけれ ば,規 模 に関 して収穫一定であ る。VQが1よ り小 さけれ ば規模の経済性

が あ り,大 きければ規模 の不経済 があ る。技術変化率(VT)は 時 間 に関す る費 用の偏微分 で表

され る。

alnC

∂T=VT(5)

(4),(5)式 よ り,総 費用 の変化Wは 次 の ように表 され る。

alnCdlnQalnCW

alnQdT+aT

dlnQ=VQ
dT-VT (6)

こ こ で,

dlnCdlnpLdlnpKdlnpFW
=dT‐(vLdT+vKdT+°FdT)

であ る。 イ ンプ ッ ト価格 一定 の下で の総費用 の変化Wは,規 模 の経済性 と技術変化 が生産物成

長 にお よぼす貢献度 の和で表 され,こ のWは デ ィビジ ア指数 と呼 ばれ る。

Wを 測定 す るため には,(1)式 の費 用関数 の二次近似 を行 ない,次 の よ うな トランス ログ費用

関数 を用 い る。

lnC=α+Σ βilnpi+βQlnQ+βTT

+0.5Σ Σ γijlnpilnpj十 Σ γiqlnpilnQ

十 Σ γiTlnpiT十 〇.5γQQ(lnQ)2

+γQTlnQT+0.5γTTT2(7)
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(7)式 を投 入 価 格 に 関 し て 微 分 し,Shephardのlemmaを 適 用 す る と,次 式 が 得 ら れ る 。

vi=βi+Σ γijl耳p」+γiQlnQ+γiTT(i,j=K,L,F)

(7)式 を 生 産 量,時 間 に 関 し て 微 分 し,(4),1(5)式 を用 い る と,(9),(lo)式 が 得 られ る 。

vQ=βQ+Σ γiQ+Σ γiQlnpi+γQQlnQ+γQTT

VT=βT+Σ γiT+Σ γiTlnpi+γQTlnQ+γTTT

(9),⑩ 式 を(6)式 に代 入 す る と,Wに 関 す る 次 式 が 求 め ら れ る 。

W-(β 、+Σ γ、Ql・p、+γQQl・Q+γ 。。T)dlnQdT

+(βT+Σ γiTlnpi+γQTlnQ+γTTT)

(8)

(9)

(io)

(11)

以上 で トラ ンス ログ費用関数 「(7)式」,コ ス トシ ェア関数 「(8)式」,デ ィビジア指 数関数 「⑪

式」 の3式 によるモデルが揃 った。ただ し,モ デルのパ ラメー タは同次性(12-1)式 と二 階偏微

分 につ いての対称性(12-2)式 の要 請を満 たすため に次の制約 条件 が課せ られる。

Σβi=1(12
-1)

Σ γij=Σ γiQ=Σ γiT=0(j,i=K,F,L)

γ、j一γj、(12-2)

生 産効率 の尺度 としての生産性 は通常,集 計 された生産要素当 りの生 産量 で表 され る。 これ は

すべ ての生 産要素 を考慮 した生 産性,す なわち,総 要素生産性(totalfactorproductivity)で あ

る。以下 ではdualapproachを 用 いて総要素生産性の成長率vGを 次 のよ うに表す3)。

VG-一(dlnC_dlnQdTdT)+Σ ・・dlnp;dT(13)

い ま,(1)式 を時間t微 分す ると,

dl雫 一 Σ・、dlnp
dT'+・dlnQQdT-VT

(1の

とな り,α の式 を⑬ 式 に代入 する と,

VG-(・ 一 ・Q)dlnQdT+VT (15)

を得る。(15)式の第1項 は規模の経済性の尺度であり,VTは 技術変化 を示す項 目である。従 って,

総要素生産性は規模の経済性 と技術変化の和に分解される。

以上でモデル推計のための理論式は揃った。 しか し,実 際にモデルを推計するために,各 式 を

離散近似する必要がある。そこで(6)式のWをT-1期 とT期 との二時点問の離散データで表す と,

W≡ 〔lnC(T)-lnC(T-1)〕 一 Σvi〔lnpi(T)-lnpi(T-1)〕

と な る 。 こ こ で,Wに 二 次 近 似 の レ ン マ を 適 用 す る と,Wは 次 式 の よ う に表 さ れ る4)。

W=vQ(1nQ(T)‐1nQ(T‐1))‐vT

同 様 に,(7),(8),(9),(1① 式 に も 二 次 近 似 を 行 う と,

lnC=・ α+Σ βilnpi+βQlnQ+βTT

+0.5Σ ΣYijlnpilnpj十 Σ γiQlnp;lnQ

十 Σ γiTlnpiT十 〇.5γQQlnQ2

+γQTlnQT+0.5γTTT2

vi=βi+Σ γijlnpj+γiQlnQ+γiTT(i,j=K,L,F)

vQ=βQ+Σ γiQlnpi+γQQlnQ+γQTT

(is).

(1の

(is)

(19)

(20)
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一vT=βT十 Σ γiTlnpi十 γQTlnQ+γ
TTT

と な る 。 ㈲ 式 に(zo),⑳ 式 を代 入 す る と,次 式 が 得 ら れ る 。

W=(βQ+Σ γiQlnpi+γQQInQ+γQTT)〔lnQ(T)-1nQ(T-1)〕

十(βT十 Σ γiTlnpi十 γQTlnQ十 γTTT)

(21)

(22)

(22)式のWはT6rnqvist指 数である。ここで,一 の付いた変数はすべて各変数のT期 とT-1期

の平均値である。また,(19)式で,コ ス トシェアの合計は1と なるため,K,F,Lの うち1本

(ここではL)は 推定式から除外 し,VK,VF,W,lnCの4本 の方程式体系 を同時推定する。推

定の方法は完全情報最尤推定法を用いる。同時推定の方法 として,ZellnerのSUR推 定法がある

が,こ れは,Viの うちのどの変数を落とすかが推定結果に影響を及ぼすので採用 しない。

使用データについて以下に説明 しておこうO資 本費は減価償却費,支 払利息,修 繕費,諸 税な

どから構成されるが,デ ータは売上原価に営業外費用を加え,人 件費を控除して作成 した。燃料

費は汽力燃料費と核燃料減損費の合計である。人件費は労務費,販 売 ・一般管理費のうちの給与

手当退職金,役 員給与退職金の合計である。以上の名目値を,資 本費は卸売 り物価指数,燃 料費

は鉱物性燃料物価指数,人 件費は製造業賃金指数でそれぞれ実質化 した。この3者 を合計 したも

のが実質総費用である。

次 に,投 入価格については,資 本価格は実質資本費を資本ス トックの代理変数としての最大電

力で除した。燃料価格は実質燃料費を火力発電電力量 と原子力発電電力量の合計で割ることによ

って求めた。労働価格は実質人件費を従業員数で割って求めた。生産については総発電電力量を

用いた。なお財務諸表に関するデータは9電 力会社有価証券報告書(東 洋経済新報社 による財務

データベース)を 利用 し,物 量などに関するデータは電気事業便覧の各年版を使用した。推定の

ための計量経済プログラムはTSP(V4.0)を 用いた。

3.推 定 結 果

モデルの推定結果 は表1の とお りであ る。推定 したパ ラメータ21個 の うち6個 は(12)式の制約条

件 か ら導 出 された ものであ る。t値,符 号条件か ら見 る と係数 の信頼性 は高 い といえ よう。 そ こ

で,こ れ らのパラメータを もとに,規 模の経 済 性と技術変化 を推定 しよう。

規模 の経 済性 は(ZO)式か ら求め られ る。 しか し,生 産が収穫一定 の下で行 なわれていれば,規 模

の経 済性 は要素投入価格,生 産量,時 間の関数にはな らず,規 模 の弾力性 は1に な って しまう。.

そ こで,以 下の ようなパ ラメータに関す る制約条件 を帰無仮説 として検 討す る必要が ある。

βQ=1(23-1)

γKQ=γLQ=γQQ=γQT=0(23-2)

規 模 に関 して収穫一 定の条件 が(23-1)式 で あ り,homogeneity条 件 は(23-2)式 で ある。尤

度比検討 を行 った結果 は表2の とお りであ る。

尤 度比の値 か らみて何 れ も0.5%水 準 で仮 説 を棄却で きる。従 って,規 模 に関 して収穫一定 お

よびhomogeneity条 件 は何 れ も棄却 される5)。

1978年 か ら87年 までの平均 の規模弾力性 は0.88か ら1.14ま で にわたってお り,東 京,中 部,関

西 の3社 が1以 下,残 り6社 が1以 上 となっている(表3)。 従 って,中 央の3社 は規模 の経済

性が存在 す るが,そ れ以外の6社 には存在 しない ことを示 している。Gollop-Robertsに よれば,

1958～1975年 の規模弾力性 は0.68～0.90と な ってお り,米 国で はこの期 間中規模 の経済性が見 ら

れた。
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表1モ デルの推定結果

.,.,i ESTIMATE T-VALUE

aO

NK

NF

NL

Re

RT

yKK

yKF

yKL

yKQ

yKT

yFL

yFF

yFQ

yFT

YLL

yLQ

yLT

yeQ

yQT

8.82330

0.50536

0.29150

0.20313

1.44810

0.06933

0.15004

-0 .13663

-0 .01342

-0 .02038

0.01419

0.01869

0.11794

0.04397

-0.01420

-0.00527

-0 .02359

0.0000i

-0 .09875

-0 .01392

57.810

27.584

12.245

18.022

5.3151

12.928

-10 .081

-5.4417

6.8520

6.6467

9.0077

-5 .3580

一4.5475

-5
.0387

表2尤 度比検定

対数尤度 尤度比

制約条件無し

制約条件つき

668.566

599.278 138.575

表3規 模弾力性の平均値

会社名 規模弾力性

東京電力

中部電力

関西電力

中国電力

北陸電力

東北電力

四国電力

九州電力

北海道電力

0

0

0

1

1

1

1

1

1.

87876

95855

92401

05041

13645

02787

07979

11

09137

表1の パ ラメー タか ら規模弾力性 にお よぼす影 響 を見 よう。価格効果 は γKQ,γFQ,γLQで

測 定 され,産 出,時 間効果 はそれぞれ,γQQ,γQTで 測 定 され る。 γKQ,γLQは 負,γFQは 正

で何 れ も99%水 準 で有意 である。符号条件 が正 な らば,対 応す る変数の増加 は規模 の経済性 を低
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め,負 ならば高める。従って,資 本価格 と労働価格の増加は規模の経済性を高め,燃 料価格の増

加は規模の経済性を低める。

規模弾力性は時系列的にみると,第 二次石油危機を反映 して1978年 から1980年 にかけての値は,

東京電力,関 西電力を除く各社は1以 上となっている。しかし,1985年 か ら1987年 にかけて1以

下となった会社は中部,中 国,東 北,九 州と,こ の間の燃料費の大幅な下落に伴う経営効率の改

善が顕著であ り,γFQの 正の効果が現われているといえよう。

次に技術変化 についてみよう。表4に 示すように,技 術変化率は東京電力を除 く各社 ともマイ

ナスとなっている。東電 も0.1%と 極めて小 さく,し か も1986,87年 にはマイナスとなっている。

Gollop-Robertsに よれば米国では第一次石油危機 までは技術変化率はプラスであったが,危 機後

はほとんどの会社がマイナスとなっている。

表4技 術変化率の平均値

会社名 技術変化率

東京電力

中部電力

関西電力

中国電力

北陸電力

東北電力

四国電力

九州電力

北海道電力

0.00141

-0 .00190

-0 .00325

-0 .01832

-0 .02641

-0 .01492

-0 .02742

-0 .01688

-0 .02977

表1の パラメータをみると,生 産,時 間に関する係数γQT,γTTは,前 者が99%有 意で符号

はマイナスなのに対 して,後 者は係数の値 もほぼ0に 近 く有意でない。 γQTが 負であるか ら生

産規模が大なるほど費用削減効果が大であることを示 してお り,こ れはSchumpeter仮 説を支持

するものである。価格効果はγKT,yFT,γLTに よって測定 される。資本価格が正,燃 料価格

が負で も何れも99%水 準で有意であ り,労 働価格はほぼ0に 近 く中立という結果である。資本価

格が正であるから資本使用的技術変化,燃 料価格が負であるから燃料節約的技術変化が行なわれ

たと解釈 される。 、

最後に総要素生産性を測定 し,こ れを規模要因と技術変化要因に分散し各要因の貢献度 を推定

しよう。(15)式の離散近似式は次のとお りである。

VG-(・ 一・Q)dlnQdT+VT㈱

㈱式に基づき,表1の パ ラメータを用いて総要素生産性を推定 した結果が表5で ある。1979年 か

ら1987年 までの平均の総要素生産性は東京,中 部を除きすべてマイナスである。プラスの二社 も

0か0.9%と 極めて小 さい。特に地方の規模の小 さい会社ほど,総 要素生産性 はマイナス2～

3%と 悪化 している。そこで,そ の要因を規模と技術変化に分解 して探ってみよう。

規模の経済性は東北,四 国,九 州,北 海道以外は正であるが,何 れも0.001か ら0.007と 極めて

小さい。負の各社 も一〇.0004から一〇.0005と0に 近い。しかしすでに見たように,規 模に関して

収穫 は一定ではないから,規 模の経済性あるいは不経済性は存在 している。また,技 術変化 につ
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表5総 要素生産性の平均成長率とその貢献要因

会社名 総要素生産性 規模の経済性 技術変化

東京電力 0.00860 0.00719 0.00141

中部電力 o.0000i 0.00191 一 〇
.00190

関西電力 一 〇
.00073 0.00252 一 〇

.00325

中国電力 一 〇
.01687 0.00145 一 〇

.01832

北陸電力 一 〇
.02526 0.00115 一 〇

.02641

東北電力 一 〇
.01619 一 〇.00126 一 〇

.01492

四国電力 一 〇
..02935 一 〇.00194 一 〇.02742

九州電力 一 〇
.01653

一 〇
.00035 ‐o

.olsss

北海道電力 一 〇
.03479 一 〇.00502 一 〇.02977

9社 平均 一 〇
.01456 0.00071 一 〇.01527

いては,東 電を除き各社ともマイナス成長 となっている。特に地方の規模の小さい企業の成長率

が一2%か ら一3%と 大きいことが目立つ。これが結局総要素生産性の成長率が負 となっている

原因と考えられる。当該期間における9電 力の平均の総要素生産性はマイナス1.46%で,規 模の

経済性が0.07%と 若干貢献するものの,技 術変化はマイナス1.53%と 成長の阻害要因となってい

るといえよう。

以上は,1978～87年 の平均で見た結果である。これを1978～84年 と85-一一87年の二つの期間に分

けてみると,次 のような興味深い事実が浮かび上がって くる。すなわち,表6に 示すように,最

近3年 間では,北 陸,四 国,北 海道の小規模3社 を除き,規 模弾力性は1以 下である。しかもそ

れ以前 と比較すると,い ずれの企業も弾力性は傾向的に少しずつ小 さくなってきている。従 って,

第二次石油危機以降,消 滅ないし消滅 しかかっていた規模の経済性が,近 年また復活,あ るいは

経済性がより大になっているとみてよいであろう。 しか し総要素生産性は,規 模弾力性低下によ

る規模の経済性改善の効果が若干見られるものの,そ れを上回る技術変化率のマイナスが大きく

作用 し,東 京電力以外いずれの企業も最近3年 間むしろ停滞ないし後退の傾向を示 している。規

模の経済性があった中央3社 のうちの中部 と関西の2社 も,総 要素生産性では,最 近2年 間マイ

ナス成長である。 したがって,こ の推定結果 より,近 年,東 京電力と他の8社 との経営格差 はま

すます拡大 している,と いう推論がなりたつであろう(表6参 照)。

4.む す び

「はじめに」で述べた問題に対する回答 をまとめておこう。

第一に,電 気事業における企業レベルでの規模の経済性は,1979～87年 の期間においては,中

央3社 のみにおいて存在する。 しかし,1985～87年 の期間においては,い ずれの会社 も,そ の前

の期間と比べて規模の経済性は改善され,東 北,中 国,九 州の各電力会社 にも経済性が現れる。

9社 平均でみると,規 模弾力性は前期の1.050か ら後期0.987へ と低下 し,規 模の不経済性から経

済性へ と明確に転換 していることが読み取れる。

第二に,電 力9社 平均の総要素生産性は9年 間の平均成長率でみると,-1.46%と なっている。

しかも問題なのは,79～84年 と85～87年 の期間で比較すると,前 期の一1.42%か ら後期一1.62%

へ と生産性成長率が悪化 している点である。
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表6各 社別総要素生産性の推移

1 東京 電力

ww YT vss w VS

79 0.00381 0.0018 o.00a2a 0.0660E 0.96034
80 0.00267 0.00331 一〇

.00123 o.00iss 0.95037
81 0.0060 0.0027荏 0.00365 0.033°0 0.93136
82 0.00853 0.0033 o.00zso 0.05219 0.3109

83 o.00s7s 0.00321 0.00558 0.03289 o.sssso

84 Q.01213 0.00138 O.OIO26 4.02535 0.86018
85 0:01259 0.00140 O.OIII9 0.◎6110 0.83365

86 0.00359 ・0 .00214 0.00573 O.Q3128 0.8020Q

8? O.Q1889 一〇..00374 0.02263 0。06921 0.77307

月εAN STDDEV M!NIMAM MAX則U目

ww 0.00°50 Q.0-052? o.oeasz 0.01.889
yr 0.00r41 o.00ass 一〇.0037 0.00391

vss a.aa7is 0.00632 ・0 .40123 0.022fi3

W O.QY217 4.022.07 0.00166 0.06921

;r$ O.E7°?6 O.Ofi623 Q.77307 0.9603

2 中部電 力

ww VT V∬ 騨 VS

?9 一〇.0070 一〇.0027s
一〇
.00191 0.02635 1.03358

80 0.00113 0.00065 0.4002.° 4.44179 1.02375

81 一〇.00033 一〇.00016 一〇.000iz 0.05787 1.00498

82 一〇.00002 0.000◎7
・0 .44449 一〇.00656 0.3°948

E3 o.00aas 一〇.00044 0.0020 0.07503 0.9662

E" 0.0359 一〇.00013 0.003?3 0.0746 0.94174

s5 0.00285 0。00◎21 0.00265 0.00590 0.92148

86 ・◎ .00445 一〇.0052 0.00073 0.01105 0.°0738

87 一〇.0002a 一〇.OQ321 0.00899 0.07522 0.°5755

Mean STDDE1' MIAt田u門 鍾AX出U門

盥 a.aaaol 0.04295 。0.00窪70 0.00359

V1
一〇.00190 0.00333 一〇.00921 0.00065

vss 0.0191 0.00318 一〇.00191 0.00899

響 0.0326° Q.Q3197 一〇.00656 0.07522

VS 0.95855 o.oszis O.ES?55 1.0335E
i

3 関西電力
l
i

wv Vτ 1'SS W VS

79
40

81

E2

83
0nり■塞

85
36
87

。◎.◎0249厂
一〇.00053

-o .0000s
-x .00213

0.00336

0.00258

0.00335
-0 .00925
・◎.00039

一Q
.OQ234

-0.00055

-0.0020
-0.00208

-0 .00224
-O.QO197

-0 .0026.7
・0.00654

-0 .00835

一〇.0001z
-o.00eoi

O.00150
-0.00005

0.00560

0.00454

0.0050a
-o .oea?1

0.00796

0.4440?
-o .eesz7

0.02705

0.03461

0.02861

0.0°505

0.oasil

a.oaozz

O.04390

1.00392
0.99195
0.36896
0.9508$
0.32320
0.30563
0.88120
0.85337
0.g?0?0

i

MEN". STDQEV 憎N憎u呂 MAX出UN

w騨 .-e.0007s 0.0033E 一〇.OQ925 0.00336
f

VT 一〇.OQ325 0.00250 一〇.00835 ・O .00C55 i
`:SS 0.00252 0.00351 一〇.00?71 o.oe7ss i
騨 0.03160 0.026°9 一〇 .00°4? C.Q°505 i
VS 0.32ZOi 0.06085 O.E3070 i.00soa i
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表6各 社別総要素生産性の推移(続 き)

4 中国電力

w bT VSS V VS

79 一〇.02002 一〇.OlilS 一〇
.00676 o:osio7 1.14845

so 一e .0050s 一〇 .01102 0.00599 一〇
.04333 1.10301

81 一〇.00563 一〇.01437 0.00875 一〇.00313 LO9174
82 一〇.01605 一4

.01594 一〇.00015 o.00s77 1。077窪9
83 一〇.01415 一〇

。0!782 0.00367 一〇.03617 1.0585?
84 ・0 .02104 一〇.019E° 一〇.00116 0.0453E 1.03E63
85 一〇

.021窪7 一〇.02109 一Q .00437 一〇.00soa 1.0174.2
86 一〇.02482 ・0.02474 一〇.00003 O.OS564 0.99187
87 一〇.oaa7s 一〇.02587 0.0031 0.03625 0.9665.1

MEAD STDDES' 憎N出Uh 門AXi婢UN

kW
VT
`'SS
W
Vs

一〇.01687
-0 .01832

0.00145

0.olis7

1.05041

0.00731
0.00501
0.00453
0.04586
0.0502

・0
。02482

-0 .02587
-0 .006?6
-0
.ass8

0.96651

・G .00503
-O.OI102

0.00875

0.09564

1.10845

5 北 陸電力 i

uw VT VSS v vs

73 一〇.03263 一〇 .02713 一〇.00550 0.00920 1.1901?
80 一〇

.02161 一〇.02355 o.00tsz 一〇.06444 1.1Sz69
E1 一〇.OI952 一〇

.oaazo o.00ils 0.1233 1.17220
82 一〇.01?mil 一〇.02353 o.00sia O.OZvgi 2.26070
E3 一〇

.02ssa 。0 .02尋74 一〇.00194 一〇.01531 1.14382
84 一〇.oisos 一4

.02502 o.00sos 0.02731 1.13040
゜5 一C .QzO°0 ・つ .v2zzz O・01VJV 0.05294 1.10E60
86 一〇.OI57? 一〇.03015 0.01468 一〇.ozass 1.0??44
E7i 一4 .03693 一〇.035:3 る0 。00180 o.oasi7 i.osoos

MEAA STDDεV 用 饗IMt;M MAX出U門

w ・0.02526 0.00948 一σ.04080 一〇.01577 1

4'T 一〇.02641 0.00396 一〇.03513 一〇.02353

VSS 0.00115 0.40901 一〇.01636 O.Q1468
w 0.01547 0.05642 一〇.06444 0.12493

`r$ 1.13645 0.04615 1.06006 z.19017

6 東北 電力

w UT vss w 1'S

79 ・0.Ol847 一〇.01459 一〇.0038E 0.00335 110231
80 一〇.oisss 一〇

.01016 一〇.00567 0.10511 1.09216
ul 一〇.00335 一〇.01169 0。00174

一〇
.Ot609 1.07214

E2 一〇.oi2zo 一〇.01316 0.00076 o.oisas 1.057E7
83 一〇

.01752 一〇.01.456 一4 .00295 0.07056 1.03259
84 一〇.Q1576 一〇.01560 一4

.000.16 0.11338 1.0017°

E5 一〇.01625 一〇.01523 一〇.00102 一〇.00291 0.984窪8
ss 一〇.019.55 一〇.01381 一〇.00075 一〇.009ss 0.36370
87 一〇

.01937 一〇.02050 0.00053 0.0100? 0.343°2

MEAN STDDεV 川N出UM MAXIMUM

闘 ・0.01613 0.00328 一〇.01997 一〇.00995

VT 一e .ol4sa 0.00323 一〇.02050 一〇.010;6

VSS 一〇.00ias 0.00242 一〇.005fi? 0.0017 i
W G.G3258 0.05022 一〇.olsos O.ii338
`!S 1.02787 0.0573Y 0.943E2 1.10231
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表6各 社別総要素生産性の推移(続 き)

7 四国電 力

1

ー
w VT VSS 耀 vs

179 一〇.03340
一〇.02593 一〇.00743 0.01305 1.15751

i80 ・0.0220a 一〇.02256 0.00054 一〇.00095 1.14350

81 一Q.026?2 一〇.02395 ・0 .00277 0.0?692 1.12962

82 一〇.02911 一〇.oas72 一〇.00233 0.0322 1.10238

GJ 一〇.03367 一〇.02838 一〇.0059 0.◎3015 1.07495

84 一〇.02993
・0 .02842 一〇.00150 Q.03734 1.05327

E5 一〇.0272.5 。0 .02754 0.00023 一〇.00503 1.03733

86 一〇.02951 一〇.Q3045 4.00094 一〇.01382 1.01750

87 一〇.03256 一〇.03276 4.00013 0.00726 0.99584

雑εAN STDDE`' Mln襯 闘 殻AX畄UM

vサ 一a .02ss5 0.00372 一〇.033&? 一〇.02202

Vτ 一〇.Q2742 0.00312 一〇.03276 一〇.02258

1'SS 一〇.00194 t1!:: 一〇.0033 0.00094
w 0.02035 0.0282? 一〇.013Q2 0.07692

蜃
`r$ 1.07979 0.05846 0.99584 1.15?51

8 九州 電力

v騨 1'T VSS w VS

?9 一〇.01738 一〇.01316 一〇.00482 O.04113 1.08451

80 一〇.007as 一〇.01084 0.00356 0.00833 1.07603

81 一〇
.0139

一〇.01338 一〇.00056 0.0253? 1.05851

82 一〇.Ot289 一〇.01438 0.00143 一〇.01421 /.04207

83 ・0.01797 一〇.01633 一〇..00159 0.04191 1..01699

84 一〇.0/755 一〇.oisl5 0.00-059 0.06458 0.08671

u5 一〇.01815 一fl.fl1913 0.0009E o.osio2 0.36373

Q6 一〇.oaais 一〇.02237 O.0001E 0.01475 0.93580

E7 一〇.02083 一〇.02410 0.00327 0.0115° 0.911?E

MEAD STDDEi' MlnlMUM MAXIML'M

いv 一.0.01653 0.00453 一〇.022 .19 。0 .00728

VT 一C .016E8 0.0045 一〇 .02410 ・0 ,01084

VSS 0.00035 0.00255 一〇 .00isa 0.00358

騨 0.03083 0.03039 一〇 .0121 0,08402

i
Vs 1.00Ei? 0.06241 0.9117.8 1.08451

9 北 海道 電力

i w VT VSS 1r' YS

7s 一〇.05272 ・0:02301 一〇 .02371 0.10090 1.17711

SD 一〇.03911 一〇.02641 ・0.01270 0.10252 1.152fi6

81 ・0 .02674 0.02873 0.00138 一4 .02525 1.12.°8z

82 一C .03Z12 一〇.03114 一〇 .002ss 0.03917 1.10E30
oつ
リリ 一〇.03T85

一〇.Q3176 一〇 .00.309 0.07266 /.08712

84 一〇.0303 一〇.03083 一〇.40019 0.01133 1.07215

85 一〇.034°5 一〇.029?8 一〇.00516 Q.11321 1.05Q48

86 一〇.02°91 一〇.0302.5 0.00134 ・0 .01434 1.02963

87 一〇.03091 一〇.0302i 一〇.00067 一〇.00010 1.01602

1 葮εAN STDDES' M!NIMAM MAXIMLM

1
i

wl
VT
Vss
G'
1'S

一〇 .03479
-0.0297?

-0 .00502

0.-Oi446

1.0913?

0.00767

0.0.025E

O.00828

°.°542°

0.0551?

一〇.05272
-0 .03176
-0.02371

・?
:8ぞ憙若塁

一〇.0267窪

一〇.0264

0.00198

0.11321

1.17711

WW:総 要素生産性の成長率VT:総 要素生産性に対する技術変化率要因VSS:総 要素

生産性に対する規模の経済性要因W:Tocrngvist指 数の成長率VS:規 模弾力性
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第三に,総 要素生産成長率に対する貢献度からみると,規 模の経済性要因が前期の一〇一.Ol%か

ら後期0.25%へ と生産性成長に若干寄与 したものの,技 術変化率要因が一1.37%か ら一1.85%へ

と悪化 したことが大きく影響 し,生 産性のマイナス成長が進んだことである。

ここで取 り上げた技術変化要因は,企 業における経営者の能力,X非 効率,R&D投 資による

コス トダウンなど広い意味の経営効率全般を示す指標 と考えられる。従って,以 上の推定結果は,

電気事業の再構築ない しはプライス ・キャップ規制の必要性 を示唆するものであるかもしれない。

88年の売上高 に占める研究開発投資の割合 を類似の公益事業問で比較すると,東 京電力1.6%,

東京ガス2.1%,NTT3.7%と 電力会社の研究開発投資比率は明らかに低い。金額でみて も,

NTTが88年2158億 円,89年2383億 円,90年2600億 円と大幅に増加 しているのに対 して,東 京電

力は88年642億 円,89年654億 円,90年669億 円と一桁少ない上に,そ の差はますます拡大 してい

る。

現行の体制のままでこの事態を改善するのならば,コ ージェネなど電気事業における一層の競

争導入を図ることである。さらには,電 気事業が通信事業などの新規事業へ積極的進出すること

により企業家精神の体得や経営活性化を図り,X非 効率の削減に努めることが必要であろう。ま

た研究開発についてもメーカー任せにせず,積 極的に,新 技術開発に乗 りだ し,文 字どお りシュ

ムペータ効果を発揮する事が期待される。

注)

*本 稿 脱 稿 後,Ansar[1990]を 入 手 した 。彼 の 問 題 意 識 お よび 分析 方 法 は 本 稿 の そ れ に近 い。 同 論 文 に

よ る と,1990年 に カ リ フ ォル ニ ア州公 益 事 業 委 員 会 の料 金 審 査 にお い て,小 論 で も用 い た トラ ンス ログ 費

用 関 数 に よ る生 産 性 分 析 を採 用 した とあ る。

1)富 田[1988]参 照 。

2)ト ラ ンス ロ グ費 用 関 数 に よ る総 要 素 生 産 性 の展 開 につ い て は,Gollop-Roberts[1981],Gollop-Jorgen-

son[1980]に 基 づ い て い る。 米 国 電 気 事 業 へ の適 用 に関 して は,Cowing-Small-Steveson[1981],わ が

国 製 造 業 また は金 融 業 へ の 適用 に 関 して は,吉 岡[1989],根 岸[1989]を そ れ ぞ れ 参 照 。 我 が 国電 気 事

業 の 規 模 の 経 済 性 の 計 測 に関 して は,富 田[1989],新 庄 ・北 坂[1989]参 照 。

3)Gollop-Jorgenson[1980]根 岸[1989]第2章 参 照 。

4)Diewert[1981]参 照 。

5)尤 度 比 検 定 につ い て は,森 棟[1985]第10章 参 照 。
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